鎌倉市自治基本条例策定市民会議第５３回策定委員会会議の概要
	日　　時　　　　　　　平成２０年１２月２２日（月）午後６時～９時００分

	場　　所　　　　　　　市役所本庁舎２階　２０１会議室

	出席者：柳下、郡司、太田、小泉、平倉、小田切、児島、松本、松山、宅見（推進委員会：幸道、山村）

事務局：渡邊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略）

	会議の概要

・市民の定義については、「特に規定のない場合は…」というような但し書き、あるいは解説に誤解が生じないよう補足説明を加える。
・大綱案本文の合同委員会案最終稿を作成し、解説の書き直し、議論の経過の追加を行う。
・意見の相違点についての資料を別紙で作成する。

【各委員からの意見等】

●市民の定義について
・市外在住者には信託権がなく、市民とすることは適当ではない。よって、市民は在住者とすべき。ただし、まちづくりをともに行うことについては当然であり、矛盾をきたさない条例構成にすればよい。
・信託、罷免、福利享受などの権利を有するのは住民であるという基本原則は重いものである。

・条項ごとに市民を規定する必要がある。「市民」は母集団であり、条項ごとにサンプリングするということ。
・母集団という考え方に賛成する。住民に限定した場合、条例が機能しなくなり、排除される人がでてしまう。
・住民でないものは有権者に委ねて信託していると考えれば矛盾は生じない。
・市民の定義は住民自治という視点で見るべきであり、選挙権の有無ではない。
・定義の中に、ケースバイケースで対象、範囲が変わるとの但し書きを付せばいいのではないか。
・団体の中の個人の発言を担保することも、在勤在学者を含める理由の一つである。
・選挙は生活の一部でしかない。市民自治の「市民」は広く捉えるべきであり、「主権者」についてもこだわる必要はない。
・但し書き案に賛成。日本国憲法の主権の原則を前文に記すことで懸念は解決されるのではないか。
・「特に規定のない場合は…」というような但し書きでいいのではないか。

・広く捉え、市内で活動するものも市民とした場合、開発業者も市民ということになる。
・⇒開発業者を排除する必要はない。

・「居住する人を市民」と捉える人が市民会議内にも少なからずおり、条例の中の用語として使うのであれば、「感覚的にいい」というだけでは問題がある。

＊但し書き、あるいは解説で誤解が生じないよう補足説明することとなった。

●協働のまちづくりの定義について
・№１５、３０、３１については、郡司氏が案を作成することで合意されている。
・「新しい公共＝丸投げ」とならないような歯止めが必要であり、基本的な考え方を示す必要があるのではないか。
・市民と市役所が同格であるという考え方はいかがなものか。理論的には市民＝市役所＝主権者となる。

・新しい公共ということばを使わないならそれでもいいと思うが、公共の概念はしっかりと捉えておく必要があると考える。

・今現在の協働の問題点を整理し、未来志向の協働を目指し、条例に書き込みたい。
●大きな争点について

・資料のとおり、これまでの討議の中で１から６のような相違点があることを確認したい。
・市民委員会、推進会議とも提案するには討議が不十分である。

・4つの制度については、当初、イメージだけを固めることとしていたはずである。詳細まで固める必要があるのか。

・詳細については別途定めることとしたはずである。これ以上の詳細を詰めていくことは時間的にも無理ではないか。
・イメージさえも伝わらない状況ではないのか。

・4つの制度については、削除するか、詳細まで協議し示すか、イメージだけを伝えるかのいずれかであり、イメージ、想いを伝えるということでいいのではないか。
●その他
・大綱では想いを伝え、第3期において専門的な見地でまとめあげる予定であったと思うが、次のステップをどのようになるのか。

・⇒行政、議会、市民との意見交換が必要だと考えている。
・⇒職員との意見交換は無駄である。参考となる意見は引き出せない。

・⇒市民がここまで努力してきたことを評価してもらわなければいけない。そうした意味においても職員との意見交換は必要であると考える。

・個人やグループで提出された意見はどのように扱われるのか。答えをもらわないと「ズレ」が解消されず、分裂している印象を市民に与える。少数派の意見をしっかりと書き込む必要がある。

・市民会議内の統治をしっかりしなければならない。

・これまで併記を求める意見が出されている。併記するにしてもどのように書き込むのか。

・少数意見は主なものを書き込めばいいのではないか。

・少数意見を市に提出するのであれば、脚色せずそのままの意見を提出すべきである。
＊少数意見は別紙とし、基本的な考え方の相違点も別紙で作成する。


	特 記 事 項

○　次回以降の策定推進合同委員会は、
第５４回　日時：平成２１年１月８日（木）午前１０時～　本庁舎２階２０１会議室


PAGE  
2

